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款 ７ 商工費 項 １ 商工費 目 １ 商工振興費 

事 務 事 業 名 商工業振興・育成事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 205,004,556   45,600,000 104,623,000 54,781,556

Ｒ５ 203,370,103   28,400,000 100,942,000 74,028,103

増減 1,634,453   17,200,000 3,681,000 △19,246,547

事 業 目 的  

地域における商工業の総合的な改善発展を目指し、地域経済の振興発展を図る。 

事業内容及び成果  

１ 中小企業者等に対する補助金の交付、業務委託等 

 芦別商工会議所交付金     5,000,000円  （±０円） 

 駅前南北駐車場除排雪業務委託 1,224,858円（51,356円増） 

除雪回数 23回（±０回）、排雪回数 ２回（１回増） 

 企業振興事業補助金 4,623,000円（3,681,000円増） 

事業区分 事業内容 補助先又は店舗名 補助金額 

起業化支援事業 
店舗を開店するための店舗改修に

伴う工事請負費 
スナックＭ 551,000円 

店舗リニューアル

事業 

既存店舗をリニューアルするため

の工事請負費 
ヘアーサロンふじ 1,709,000円 

既存店舗をリニューアルするため

の工事請負費 
ひなた整体院 912,000円 

新分野進出事業 
新分野進出のための店舗改修に伴

う工事請負費及び備品購入費 
ひなた整体院 956,000円 

デジタル技術導入

診断支援事業 

デジタル技術導入診断を受けるた

めの手数料 
滝澤ベニヤ(株) 495,000円 

合   計 4,623,000円 

 企業振興奨励金 92,473,000円（2,595,000円減） 

申請者 区 分 取得額 交付率 交付年度 補助金額 

㈱荒木製作所 償却資産 16,020,000円 30％以内 第２年度(30%) 1,441,000円 

大旺鋼球製造㈱ 償却資産 46,704,900円 30％以内 第２年度(30%) 4,203,000円 

北海道電子工業㈱ 償却資産 131,568,034円 30％以内 第２年度(30%) 11,841,000円 

北日本精機㈱ 償却資産 174,208,840円 30％以内 第２年度(30%) 15,000,000円 

北日本大旺㈱ 償却資産 5,130,000円 30％以内 第１年度(70%) 1,077,000円 

伸光精線工業㈱ 償却資産 5,074,015円 30％以内 第１年度(70%) 1,065,000円 

大旺鋼球製造㈱ 償却資産 40,976,000円 30％以内 第１年度(70%) 8,604,000円 

北日本精機㈱ 償却資産 155,436,000円 30％以内 第１年度(70%) 32,641,000円 

北海道電子工業㈱ 償却資産 79,054,908円 30％以内 第１年度(70%) 16,601,000円 

合   計 92,473,000円 

 事業承継促進事業補助金 799,000円（皆増） 

申請者 区 分 対象経費 補助金額 

㈲髙松産業 先代経営者 初期診断、課題分析・コンサルティング 466,000円 

日本インソール工業㈱ 先代経営者 初期診断、課題分析・コンサルティング 333,000円 

合   計 799,000円 
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２ 中小企業者等が必要となる融資資金に係る融資指定金融機関への原資預託、融資に係る保証料の補給 

 融資指定金融機関に対する原資預託金 

① 預 託 金        100,000,000円（±０円） 

② 通常融資枠(預託金の３倍) 300,000,000円（±０円） 

 貸付内訳（年度末融資残高） 

区 分 件 数 貸付金額 

運転資金 26件(±０件) 107,850,000円 （7,742,000円減） 

設備資金 11件(４件減) 40,155,000円（17,591,000円減） 

合  計 37件(４件減) 148,005,000円（25,333,000円減） 

 貸付内訳（年度内融資額） 

区 分 件 数 貸付金額 

運転資金 19件(１件増) 95,500,000円    （±０円） 

設備資金 ０件(３件減) ０円（30,870,000円減） 

合  計 19件(２件減) 95,500,000円（30,870,000円減） 

 助成内容 

区 分 件 数 補 給 額 

保証料 22件(２件減) 514,920円（533,671円減） 

３ 地域経済円卓会議の開催 

 構成員数 15人（皆増） 

 開催回数 ２回（皆増） 

回数 開催日 参加者数 

第１回 令和６年12月26日（木） 15人（皆増） 

第２回 令和７年１月29日（水） 10人（皆増） 

４ 芦別ポイントカード行政連携事業 

対象事業名 利用者数 発行ポイント数 負担金 

健康都市宣言事業（＃芦ジム）への参加 

国保みなし健診受診 

延べ272人 

(延べ830人減) 

126,960ポイント 

(108,660ポイント増) 

110,649 円 

(103,962 円増) 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
補助金等交付条例、企業振興事業補助金交付条例、企業振興促進条例、
事業承継促進事業補助金交付条例、産業振興住宅確保奨励金交付条例、
中小企業融資条例、中小企業振興基本条例 

自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

企業の経営環境が厳しい中、企業の新たな取組や設備投資等を通
じた企業振興を実現させるためには、市の支援等が必要である。

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

起業や設備投資に対する支援により、経営の安定化と雇用の確保
が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

■有 
□無 

行財政改革の実施に伴い、令和２年度から中小企業者等資金融資
保証料補給金の補給率等の見直しを行っている。 

コスト縮減な
ど 

■有 
□無 

中小企業者等資金融資保証料補給金の見直しに伴う削減効果額
515 千円／年

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

企業の多様なニーズに対応するため、現在の補助・優遇制度を地元企業に広く周知し、
産業の振興を図っていく。 
また、事業承継については、国が設置している事業承継引継ぎ支援センター（札幌市）
の活用を促すほか、円滑な事業承継を推進するため、商工会議所及び金融協会と連携し、
事業承継に係る取組を促進する。 
加えて、創業や起業についても従来どおり商工会議所を窓口として、支援制度の紹介等
を行っていく。 

継 続 
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款 ７ 商工費 項 １ 商工費 目 １ 商工振興費 

事 務 事 業 名 地元産品販売拡大事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 342,345     342,345

Ｒ５ 80,020     80,020

増減 262,325     262,325

事 業 目 的  

地元産品を広く市内外に紹介するとともに、積極的に販路の拡大を図ることにより、地域における産業・

経済の活性化に資する。 

事業内容及び成果  

１ 市外イベントへの出展によるＰＲ・販売活動 

 「2024さっぽろオータムフェスト」への出展 

令和６年９月26日(木)～令和６年９月29日(日) 札幌市（大通公園８丁目会場）１社参加（皆増） 

 「なかそらち大収穫祭」への出展 

令和６年９月28日(土)～令和６年９月29日(日) 砂川市（ハイウェイオアシス）５社参加（１社増） 

２ その他ＰＲ活動 

芦別にゆかりのある市外企業や個人を訪問、または来客者への手土産品として地元産品を積極的に活用

し、広くＰＲした。 

 ＪＴマーヴェラス芦別合宿激励に係る差入れ 

 懇親会等（芦高東京同窓会、芦別高校札幌同窓会、道北市長会懇談会、空知ゆかりの道職員と市長及

び町長との交流会）及び星の降る里あしべつ応援大使への地元産品の提供 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地場企業の活動や地元産品を広く市内外に向けてＰＲすること
は、産業の育成、販路の拡大及び地域における産業・経済の活性
化を図るうえで必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

物産イベントを通じ、市内外に対して、継続的に地元産品のＰＲ
を図った。 
また、団体合宿への差入れや星の降る里あしべつ応援大使へ地元
産品を贈呈することにより一定程度ＰＲを行うことができた。

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

北海道内の主要物産イベントに民間事業者が参加することにより、販路の開拓などを進
めることができるよう、環境整備を進めていく。 
また、市外企業等訪問時の面談者及び来客者に手土産として地元産品を贈呈すること
で、地元産品等のＰＲ活動を積極的に行っていく。 

継 続 

一般 - 209



№152 

款 ７ 商工費 項 １ 商工費 目 ２ 企業誘致費 

事 務 事 業 名 企業誘致事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 2,153,740    1,001,000 1,152,740

Ｒ５ 2,289,160    1,001,000 1,288,160

増減 △135,420     △135,420

事 業 目 的  

企業誘致を積極的に推進することにより、本市経済の活性化、雇用の確保及び地域振興に資する。 

事業内容及び成果  

企業訪問の実施等 

 企業訪問 ０社（２社減） 

 企業誘致に関するオンライン面談の実施 

 ① フォームマーケティングの送信企業数 10,132件 （1,241件増） 

 ② フォームマーケティングの回答企業数    73件   （23件減） 

 ③ オンライン面談の実施企業数        ５件    （７件減） 

 芦別工業団地清掃等管理業務委託料 815,100円（45,100円増） 

草刈２回（±０回）、排水溝清掃１回（±０回） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地域経済の活性化、雇用の場の確保など、地域の振興を図るため
に企業誘致を行う必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

新規の企業立地はないものの、引き続き誘致活動は行う必要があ
る。

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

企業立地や既存企業の事業拡大に対する支援制度を積極的にＰＲする。また、オンライ
ンを活用した企業面談を実施するほか、ワーケーションによる働き方の広がりを受け、
本市の豊かな自然や災害の少なさ等の特性をＰＲし、関係人口の創出や事業所立地の契
機となるように努める。 

継 続 
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款 ７ 商工費 項 １ 商工費 目 ３ 星の降る里観光費 

事 務 事 業 名 観光イベント推進事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 10,221,572    5,600,000 4,621,572

Ｒ５ 7,347,025    3,000,000 4,347,025

増減 2,874,547    2,600,000 274,547

事 業 目 的  

星の降る里・芦別健夏まつり、キラキラ☆フェスタあしべつ及びあしべつスター☆マラニックの開催を支

援し、観光客の誘致活動及び市民活力の向上を図る。 

事業内容及び成果  

星の降る里・芦別健夏まつり、あしべつスター☆マラニック実行委員会に対する負担金及びキラキラ☆フ

ェスタあしべつ実行委員会に対する開催事業費補助金を交付した。 

 星の降る里・芦別健夏まつり（負担金支出先：星の降る里・芦別健夏まつり実行委員会） 

実 施 期 間 場 所 事 業 概 要 負担金額 

令和６年７月20日（土） 

～21日（日） 
駅前通ほか 

土曜日 芦別高等学校演奏会、市民演奏会、 

キッズダンス、大道芸、 

健夏山笠（追い山） 

日曜日 芦別警察署体験、こども縁日、 

参加型ゲーム、種飛ばし大会、 

健夏おどり 

参加人員 延8,000人 

5,018,661円 

 キラキラ☆フェスタあしべつ（補助金支出先：キラキラ☆フェスタあしべつ実行委員会） 

実施期間 場所 事業概要 補助金額 

令和６年８月３日（土） 
国設芦別 

スキー場 

芦別スターキッズダンスマックス、スタジオブ

ライト、芦別市民吹奏楽団演奏会、ファイヤー

アートセレモニー、浴衣コンテスト、シンガー

ソングライター「JUN」のステージイベント、花

火、レーザーショーほか 

参加人員 延3,500人 

4,000,000円 

 あしべつスター☆マラニック開催負担金（負担金支出先：あしべつスター☆マラニック実行委員会）

実施期間 場所 事業概要 負担金額 

令和６年10月６日（日） 

なまこ山総

合運動公園

ほか 

マラソンとピクニックをあわせた順位やタイム

を競わないスポーツイベントであり、途中のエ

イド（休憩所）では芦別の特産品を味わうこと

ができる。 

参加人員 延153人 

1,202,911円 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 補助金等交付条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

観光客の誘致及び市民活力の向上のため、イベントの開催を支援
することで、にぎわい創出を図る必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

各イベントの開催により子どもをはじめとした多くの市民や観
光客へ魅力を伝えることができた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

■ 有 
□ 無 

行政改革推進委員会より、健夏まつりの開催について、集客・経
済効果が見えない中では、日程の短縮など見直しを検討すべきと
の提言を受けている。 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

各イベントが安全・安心に開催できる取組を継続し、イベントの内容の見直しや魅力向
上を図り集客力を高めていくよう支援する。 

継 続 
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№154

款 ７ 商工費 項 １ 商工費 目 ３ 星の降る里観光費 

事 務 事 業 名 観光振興推進事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 13,729,248    5,000,000 8,729,248

Ｒ５ 15,938,123    2,000,000 13,938,123

増減 △2,208,875    3,000,000 △5,208,875

事 業 目 的  

観光客の来訪促進や星の降る里芦別の魅力を発信するため、広域ＰＲの強化を図るほか、（一社）芦別観

光協会などの関係団体と連携を図り、観光事業の振興や観光客の誘致による産業経済の発展に寄与する。ま

た、あさひかわ観光誘致宣伝協議会などの市外関係団体とも広域的な連携を深め、観光客の誘致に効果的な

体制の整備を図り、各種共同事業を展開する。 

事業内容及び成果  

１ 観光入込客数 1,146,542人（101,466人増） 

２ 星の降る里観光宣伝事業等業務委託料 2,019,240円(1,502,527円減) 委託先 (一社)芦別観光協会 

 観光宣伝戦略業務 

① ＳＴＶラジオ「しゃかりき！ようへい商店」スポンサー業務 

② 芦別観光情報掲載業務 

③ 芦別観光リーフレット新刷業務 

 景勝地清掃等業務 

景勝地誘導看板設置及び清掃等業務 

３ 維持管理事業 

 手数料（観光案内看板書換）      818,400円(305,580円増) 

 ホワイトイルミネーション電気料負担金 11,608円 (3,722円増) 

４ 観光団体との連携、活動促進 

 （一社）芦別観光協会との連携 

 （公社）北海道観光振興機構との連携 

 あさひかわ観光誘致宣伝協議会との広域的な連携 

 自転車を活用したまちづくりを推進する全国市区町村長の会との広域的な連携 

５ （一社）芦別観光協会への団体運営補助 10,600,000円(100,000円増) 

次頁へ続く 
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№154

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

観光振興により、高い経済波及効果が期待されることから実施す
る必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

観光ＰＲなど観光客誘致に係る事業を行ったことに加え、観光施
設の利用者数が増加したことから、観光入込客数が前年度より増
加した。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和７年度から実行する「第２次芦別市観光振興計画」に基づき、（一社）芦別観光協
会や関係団体との連携を図り、観光事業の振興により地域経済の活性化を目指してい
く。 

継 続 

一般 - 214



№155

款 ７ 商工費 項 １ 商工費 目 ４ 観光施設管理費 

事 務 事 業 名 陶芸センター管理運営業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 5,232,250    369,015 4,863,235

Ｒ５ 6,414,400    333,247 6,081,153

増減 △1,182,150    35,768 △1,217,918

事 業 目 的  

陶芸品の制作加工を地場産業として育成し、その制作活動を通じて市民の生活文化の向上を図るため、施

設の適正な管理・運営を行う。 

事業内容及び成果  

１ 陶芸センターの管理運営 

区  分 日数・人数 

開館日数 255日 （50日減） 

利 用 者 597人 （7人減） 

見 学 者 694人（250人減） 

合  計 1,291人（257人減） 

※ 令和６年度より休館日を週１日増やし週２日間とした。 

２ 陶芸講座の開設 

区  分 講座開設数 受講者数 

初級講座 ０回（18回減） 延０人（63人減） 

中級講座 ０回（16回減） 延０人（80人減） 

３ 陶芸体験の開設 

体験開設数 受講者数 

28回（皆増） 延103人（皆増） 

 ※ 令和６年８月１日（木）より開設 

４ 陶芸センター指定管理業務委託料 4,881,900円（1,365,100円減） 

次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 陶芸センター条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

陶芸品の制作加工を地場産業として育成し、その制作活動を通じ
て市民の生活文化の向上を図る必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

令和６年度より休館日を週１日増やしたため入込数は減少した
が、１日平均の利用者数は変わらなかった。また、新たな指導員
（地域おこし協力隊）を令和６年６月１日付けで採用したことか
ら、少しずつ市外からの体験客が増えている。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

■ 有 
□ 無 

行政改革推進委員会より、開館日を減らして経費の削減を図る
か、温泉客が利用するという相乗効果が期待できる場合はＰＲ等
に努めるよう提言を受けている。 
また、陶芸愛好団体より後任の陶芸指導員の配置について、要望
を受けている。 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

地域おこし協力隊として陶芸指導員を配属し、市民への周知や市外への情報発信を行
い、陶芸センターの集客増のため体験や教室の定着を図るとともに、更なる周知宣伝を
実施していく。 

継 続 

一般 - 216



№156

款 ７ 商工費 項 １ 商工費 目 ４ 観光施設管理費 

事 務 事 業 名 健民センター園地管理運営業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 15,347,460    54,593 15,292,867

Ｒ５ 15,293,006    64,954 15,228,052

増減 54,454    △10,361 64,815

事 業 目 的  

市民及び観光客等の保健休養地として整備し、観光客誘致の促進及び地域の活性化を図る。 

事業内容及び成果  

健民センター園地の適正な管理・運営を図るため、管理業務を委託した。 

健民センター園地管理等業務委託料 15,034,800円（90,200円増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 健民センター条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

健民センターと連携した管理運営により観光客の誘致促進及び、
地域の活性化を図っていく必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

健民センター園地の有効活用として、指定管理者等によりグラ
ンピング施設が開設されており、観光産業の振興が図られてい
る。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

健民センターの指定管理者である㈱芦別スターライトホテルと連携して、更なる利用者
の増加を目指すとともに、市民の健康増進及び観光振興の場として、適切に管理運営を
行っていく。 

継 続 

一般 - 217



№157

款 ７ 商工費 項 １ 商工費 目 ４ 観光施設管理費 

事 務 事 業 名 滝里湖オートキャンプ場管理運営業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 43,405,043 22,074,964   21,293,837 36,242

Ｒ５ 54,909,426 20,528,826  13,700,000 20,265,442 415,158

増減 △11,504,383 1,546,138  △13,700,000 1,028,395 △378,916

事 業 目 的  

市民及び観光客等のレクリエーション施設として管理運営し、観光客誘致の促進と地域活性化を図る。 

事業内容及び成果  

１ オートキャンプ場管理業務 

 開設日数等 152日（４日増） 利用人数 8,505人（725人増） 

 サイト別利用状況 

サ イ ト 名 
利  用  人  数 

大 人 子 供 合 計 

キャンピングカーサイトＡ    520人（147人増） 141人 （45人増） 661人（192人増） 

スタンダードカーサイトＢ  2,093人（218人増） 519人 （39人増） 2,612人（257人増） 

スタンダードカーサイトＣ 2,191人（319人増） 560人（125人増）  2,751人（444人増） 

二輪車等専用フリーサイト  238人 （48人増） １人 （１人増） 239人 （49人増） 

コテージ（６人用） 929人 （24人増） 205人 （39人減）  1,134人 （15人減） 

コテージ（８人用） 840人（155人減） 268人 （47人減） 1,108人（202人減） 

合   計 6,811人（601人増） 1,694人（124人増） 8,505人（725人増） 

 オートキャンプ場指定管理業務委託料      12,411,309円（535,709円増） 

 オートキャンプ場通信設備保守点検業務委託料   533,500円（307,450円増） 

 オートキャンプ場予約システム導入業務委託料  3,168,000円    （皆増） 

 オートキャンプ場予約システム運用保守業務委託料 704,000円    （皆増） 

２ 滝里ダム防災施設維持管理業務 

 開設日数等 

区     分 日数・人員 

開 設 日 数 188日（±０日）  

利用者 

大 人 9,517人（285人減） 

子 供 1,930人（663人減） 

合 計 11,447人（948人減） 

 委託料（全８業務） 23,229,800円（1,720,400円増） 

３ 整備事業 

 修繕料 1,092,300円（919,600円減） 

修繕内容：滝里湖オートキャンプ場コテージ火災報知ベル不良修繕、滝里湖オートキャンプ場コテージ 

ウォシュレット取替修繕、滝里ダムコテージガス用調整器等交換修繕、滝里湖オートキャン 

プ場広場修繕 

次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 オートキャンプ場条例 自治事務 

1.必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市民や観光客が広く利用できるレクリエーションの場として、観光
客誘致の促進と地域活性化を図る必要がある。 

2.成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

オートキャンプ場予約システムの導入により、利用者の利便性の向
上及び事務の効率化が図られ、利用者数が増加した。

3.要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

市民及び自然志向をもつ観光客及びワーケーションによるキャンプ需要が見込めるこ
とから、利用者の安全確保と環境維持を図りながら施設の管理運営に努める。また、令
和６年度に整備したオートキャンプ場予約システムのアンケート機能などを活用し、さ
らなる利用者の増加及び利便性の向上を図っていく。 

継 続 

一般 - 219



№158

款 ７ 商工費 項 １ 商工費 目 ４ 観光施設管理費 

事 務 事 業 名 健民センター管理運営業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 37,539,177   10,800,000 6,921,657 19,817,520

Ｒ５ 143,069,296   125,600,000 9,102,608 8,366,688

増減 △105,530,119   △114,800,000 △2,180,951 11,450,832

事 業 目 的  

市民及び観光客の保健休養地として、諸施設の適正な管理・運営により、本市観光産業の振興を図る。 

事業内容及び成果  

１ 整備事業 

 修繕料 6,901,400円（85,065円減） 

  修繕内容：スターライトホテルブルースカイ音響設備機器修繕、 

スターライトホテルチップボイラー火格子・ブロンズバー交換修繕ほか 

 委託料 8,800,000円（皆増） 

   業務内容：スターライトホテルＷｉ－Ｆｉ環境整備業務 

 工事請負費 8,250,000円（117,590,000円減） 

  施工内容：スターライトホテル冷房用冷却塔等取替工事 

健民センターエアコン設置工事（債務負担分）   

２ 施設別利用状況 

施 設 名 利 用 人 員 備 考 

スターライトホテル 39,208人 (1,900人減) 設備メンテナンス等に伴い、令和６年４月９日（火）

から４月12日（金）、９月２日（月）、12月２日（月）

から12月６日（金）の期間を休館とした 
星遊館 123,837人(37,777人減) 

油谷体育館 19,186人 (4,613人増)  

※ 令和６年度より、スターライトホテルに旧国民宿舎分を含む 

３ 健民センター指定管理業務委託料 8,806,600円（631,400円増） 

次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 健民センター条例 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

指定管理者である㈱芦別スターライトホテルと連携を図りながら、
市民の健康増進の場及び観光客誘致の拠点として適正に管理運営を
続けていく必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

利用者数は前年度から減少しているが、諸施設の環境整備や修繕、
備品の整備のほか、指定管理者による適切な管理運営により、施設
の利用者の利便性は向上し、本市の観光産業の振興が図られている。

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

指定管理者である㈱芦別スターライトホテルと連携して、更なる利用者の増加を目指す
とともに、今後も、市民の健康増進及び観光振興の場としての設置効果が発揮できるよ
う、適切に管理運営を行っていく。 

継 続 

一般 - 221



№159

款 ７ 商工費 項 １ 商工費 目 ４ 観光施設管理費 

事 務 事 業 名 国設芦別スキー場管理運営業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 316,514    30,062 286,452

Ｒ５ 644,353    30,062 614,291

増減 △327,839     △327,839

事 業 目 的  

市民の健康増進及び体育の向上を図るとともに、交流人口の増加による地域振興を図るため、民間事業者

及び関係機関等と連携し施設の適正な管理・運営を行う。 

事業内容及び成果  

国設芦別スキー場の運営 

 令和４年７月31日（日）に指定管理を解除して以降、スキー場の存続・廃止を含めて検討中のため、令和

６年度も指定管理者の募集は行っていない。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 国設芦別スキー場条例 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市民の健康増進及び体育の向上、交流人口の増加による地域振興の
ため、冬場以外の利活用を含めたスキー場の運営を民間事業者及び
関係機関等と連携し模索していく必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

令和４年７月 31日で指定管理を解除して以降、令和６年度も指定管
理者の募集は行っていない。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

■有 
□無 

令和４年度に指定管理を解除して以降休止している。 

コスト縮減

など 

■有 
□無 

国設芦別スキー場維持管理費等の削減効果額 10,617 千円／年 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

スキー場の存続（再開）には、施設の大規模な改修が必要となることから、存続・廃止
を含めた検討をする。 

継 続 

一般 - 222



№160

款 ７ 商工費 項 １ 商工費 目 ４ 観光施設管理費 

事 務 事 業 名 道の駅等管理運営業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 34,498,001   1,700,000 1,739,845 31,058,156

Ｒ５ 77,703,215  15,800,000 24,100,000 2,542,775 35,260,440

増減 △43,205,214  △15,800,000 △22,400,000 △802,930 △4,202,284

事 業 目 的  

道の駅の整備、管理・運営を行い、市民及び観光客に対するサービスの提供により地域活性化を図る。 

事業内容及び成果  

１ 道の駅連絡会との連携、施設の有効活用 

 関係団体との連携 北海道地区「道の駅」連絡会との連携 

２ 観光物産センターの適正な管理・運営 

 利用状況 入館者数 100,801人(694人減) 

目的別利用状況 営業日数 １日平均 加 工 室 

レストラン 売 店 レストラン 売 店 レストラン 売 店 件 数 人 数 

52,985食 

(1,881食増) 

47,816人 

(2,475人減) 

331日 

(17日増) 

315日 

(36日減) 

160食 

(３食減) 

152人 

(９人増) 

84件 

(３件減) 

347人 

(６人減) 

 整備事業 

① 修繕料 1,028,280円(1,244,100円減) 

    修繕内容：道の駅光回線通専用予備配線修繕、観光物産センターレストラン厨房床修繕、道の駅ス

タープラザ芦別公衆トイレ照明設備制御回路修繕、観光物産センター蒸気ボイラー  

用軟水機取替修繕、観光物産センター機械室灯油サービスタンク取替修繕 

  ② 委託料 1,749,000円（皆増） 

委託内容：道の駅Ｗｉ－Ｆｉ環境整備業務委託 

③ 工事請負費 1,408,000円(44,572,000円減) 

   施工内容：道の駅ドッグランフェンス設置工事 

④ 備品購入費 2,035,000円(315,100円減) 

購入内容：観光物産センターレストラン厨房冷凍庫、冷蔵庫、冷蔵ショーケース 

 緑地等管理中央センター指定管理業務委託料 27,560,863円(1,257,663円増) 

次頁へ続く
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№160
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 緑地等管理中央センター条例 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

本市の観光拠点として指定管理者である（一社）芦別観光協会と連
携を図りながら、適正に管理運営を続けていく必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

従業員の退職等による営業時間の短縮や休館日の増加があったもの
の、Ｗｉ－Ｆｉ環境・ドッグランを整備したことによる効果で、観
光交流拠点としての賑わいを取り戻しつつある。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

■ 有 
□ 無 

行政改革推進委員会から、老朽化が進んでいるが、本市の顔として
の役割を担っていることから、運営方法を見直しながら、今後も施
設の魅力を高めていくよう提言を受けている。 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業
の休止・
廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮

減など 

□有 
■無 

― 

他の事業
との統合
や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

今年度も、閑散期においては営業時間の短縮や休館日を設定して運営していくが、トイ
レ周りの花壇の整備など、施設の魅力を高め、指定管理者である（一社）芦別観光協会
と連携を図り、集客力の向上に努めていく。 

継 続 
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№161

款 ７ 商工費 項 １ 商工費 目 ４ 観光施設管理費 

事 務 事 業 名 その他施設管理 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 2,342,536    174,560 2,167,976

Ｒ５ 3,980,429    183,680 3,796,749

増減 △1,637,893    △9,120 △1,628,773

事 業 目 的  

観光スポットとなっている土地・建物・設備等について市が維持管理をすることで、本市観光産業の振興

を図る。 

事業内容及び成果  

旧カナディアンワールド公園及び旧三井芦別鉄道炭山川橋梁展望広場について適切な維持管理を行うこと

で、観光振興が図られた。 

 旧カナディアンワールド公園 維持管理費 2,332,463円(1,638,562円減) 

カナディアンワールド振興会と土地・建物等の無償貸借契約を締結し、同会により自主運営がなされ

ており、施設管理上必要な経費は市が負担している。 

浄化槽保守点検業務委託、旧カナディアンワールド公園電気料負担金 ほか 

 旧三井芦別鉄道炭山川橋梁展望広場 維持管理費 10,073円(669円増) 

防犯灯電気料、土地借上料 

展望広場開設期間 令和６年４月26日（金）～令和６年10月31日（木） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市民や観光客が利用する観光スポットとして、本市の地域活性化を
図っていく必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

カナディアンワールド振興会による旧カナディアンワールド公園の
自主運営及び旧三井芦別鉄道炭山川橋梁展望広場の開設等により、
観光振興に寄与している。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

■有 
□無 

旧カナディアンワールド公園維持管理費等の削減効果額 
10,475 千円／年 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

観光スポットとなっている土地・建物・設備等について、関係機関と連絡調整を図りな
がら、適切な維持管理に努め、観光振興に繋げていく。 

継 続 
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款 ７ 商工費 項 １ 商工費 目 ５ 消費者対策費 

事 務 事 業 名 消費者対策事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 1,000     1,000

Ｒ５ 2,000     2,000

増減 △1,000     △1,000

事 業 目 的  

市民が安全・安心な暮らしができるように、暮らしに役立つ情報等を提供することを目的とする。 

事業内容及び成果  

悪質な詐欺等の被害を未然に防ぐため、暮らしに役立つ情報を提供した。 

 講座等の開催状況 

行  事 場 所 開催回数 参加者 

地域を回るくらしの講座 中央団地町内会館ほか ５回（４回増） 78人（68人増） 

 消費生活相談情報紙の発行 

  ① 目的 消費者（市民）が詐欺被害に遭わないよう情報提供し、被害の未然防止を図る。 

  ② 発行方法 広報あしべつ配布時に町内会回覧（偶数月） 

 振り込め詐欺等被害防止に係る街頭啓発 

  ① 目的 市民が振り込め詐欺等の被害に遭わないよう未然防止を図る。 

  ② 実施日 年金支給日 偶数月の15日（15日が土・日曜日、祝日の場合は前日） 

  ③ 実施内容 芦別警察署及び芦別市防犯協会と連携し、街頭（市内銀行前）にて、振り込め詐欺等被

害防止啓発グッズ等を市民に配布 

 消費生活相談業務 

内  容 件  数 内  容 件  数 

商品一般 ６件（３件減） 管理・保管 ０件（±０件） 

食料品 ２件（２件減） 役務一般 ０件（±０件） 

住居品 ０件（±０件） 金融・保険サービス ２件（２件減） 

光熱水品 ２件（１件増） 運輸・通信サービス ７件（３件増） 

被服品 ２件（２件増） 教育サービス ０件（±０件） 

保健衛生品 ２件（１件減） 教養・娯楽サービス １件（±０件） 

教養娯楽品 ３件（１件増） 保健・福祉サービス ０件（２件減） 

車両・乗り物 ３件（３件増） 他の役務 １件（２件減） 

土地・建物・設備 １件（１件減） 内職・副業・ねずみ講 １件（±０件） 

クリーニング ０件（２件減） 他の相談 １件（１件減） 

レンタル・リース・貸借 ０件（±０件） 他の商品 ０件（±０件） 

工事・建設・加工 ０件（±０件） 
合  計 34件（６件減） 

修理・補修 ０件（±０件） 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 消費者安全法 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市民が安全・安心な暮らしができるよう、消費生活や悪質な詐欺に
関する情報の提供及び啓発活動を行う必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

市民に対し暮らしに役立つ情報等を提供することにより、悪質な詐
欺等の被害防止に努めている。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

悪質商法や特殊詐欺の被害を未然に防止するため、くらしの講座の開催、消費生活相談
情報の発行、年金支給日における街頭啓発といった啓発事業を実施し、消費生活に関す
る最新の情報を市民へ提供していく。 
なお、令和７年度からは、消費生活相談の受付業務について広域で対応する。 

継 続 
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款 ７ 商工費 項 １ 商工費 目 ６ 諸費 

事 務 事 業 名 株式会社星の降る里芦別の債務弁済協定調停に基づく償還 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 170,997,249     170,997,249

Ｒ５ 170,997,249     170,997,249

増減 0     

事 業 目 的  

株式会社星の降る里芦別の債務弁済協定調停の決定に基づき、各金融機関に対する債務を市が弁済する。 

事業内容及び成果  

株式会社星の降る里芦別の債務弁済協定調停に基づき、各金融機関に対する債務を弁済した。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

株式会社星の降る里芦別の債務弁済協定調停の決定に基づき、各金
融機関に対する債務を市が弁済する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

債務弁済協定調停に基づく償還により、負債の軽減に寄与した。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和８年度まで弁済を継続する。 継 続 
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款 ７ 商工費 項 １ 商工費 目 ６ 諸費 

事 務 事 業 名 ワーケーション事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 3,199,900  1,500,000  1,699,900 

Ｒ５ 1,540,000    1,540,000 

増減 1,659,900  1,500,000  159,900 

事 業 目 的  

地域資源を活用したプログラムの検証をもとにワーケーション誘致プロモーション動画を作成し、ホーム

ページによるＰＲやＳＮＳ広告を配信することにより、本市の知名度向上や魅力発信に努め交流人口や関係

人口の拡大を図る。 

事業内容及び成果  

１ ワーケーション誘致プロモーション動画制作・配信業務 

 ＡＮＡの客室乗務員編及び社員家族編２本の動画を作成し、市公式ホームページ及び芦別観光協会ホー 

ムページに掲載した。また、短編編集した同動画を関東圏において広告配信した。 

(1) 動画制作 

① ＡＮＡ客室乗務員が体験！ワーク＆観光 本編６分40秒（ＣＭ編15秒） 

② ＡＮＡ社員家族が体験！ワーク＆観光  本編８分16秒（ＣＭ編15秒） 

(2) ＳＮＳ広告（ＣＭ）配信（関東圏、10月20日～２月28日） 

 ① YouTube 

ア 客室乗務員編 ＣＭ表示回数： 475,866回、クリック数：1,472回 

イ 社員家族編  ＣＭ表示回数： 365,625回、クリック数： 978回 

 ② Ｘ 

ア 客室乗務員編 ＣＭ表示回数：1,594,564回、クリック数：3,739回 

イ 社員家族編  ＣＭ表示回数：1,231,527回、クリック数：1,488回 

 ③ Ｘ（ANA Group News） 

ア 客室乗務員編 ＣＭ表示回数：  13,942回、クリック数：  61回 

イ 社員家族編  ＣＭ表示回数：  14,300回、クリック数：   20回 

※クリック数については、広告からリンク先「芦別観光総合ガイドＨＰ」へ移動した件数。 

２ ワーケーション誘致プロモーション動画制作・配信業務委託料 3,199,900円（皆増） 

次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

本市の知名度向上や魅力発信を目的に新たな交流人口・関係人口の
創出、拡大を図っていく必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

作成したＰＲ動画をＳＮＳ広告で配信することにより、本市の知名
度向上や魅力発信に努めることができた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和６年度はプロモーション動画の制作及びＳＮＳ等の広告媒体を活用し、本市の知名
度向上や魅力発信を目的に新たな交流人口・関係人口の創出、拡大を図ったところであ
るが、令和７年度は滝里ダム防災施設内にコワーキングスペースを設けるなど、環境整
備を図るとともに、引き続き知名度向上や魅力発信に努めていく。 

継 続 
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